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4 2014（平成26年）

国　税／�3月分源泉所得税の納付� 4月10日
国　税／�2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 4月30日
国　税／�8月決算法人の中間申告� 4月30日
国　税／�5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合）� 4月30日
地方税／�給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

� 4月15日
地方税／�固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

� 市町村の条例で定める日（原則4月中）
地方税／�土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

� 4月1日〜4月20日
�または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／�軽自動車税の納付
� 市町村の条例で定める日（原則4月中）

労　務／�労働者死傷病報告（1月〜3月分）� 4月30日

　この４月から、不動産譲渡契約書と建設工
事請負契約書の印紙税の軽減措置が拡充され、
平成30年３月末まで適用されます。また、受
取金額３万円未満は非課税とされていた領収
書や受取書等に係る印紙税の非課税範囲が、
４月から５万円未満に拡大されました。いず
れも消費税率の引上げを踏まえたものです。

ワンポイント 印紙税の軽減措置拡充と非課税範囲拡大

4 月 の 税 務 と 労 務4月 （卯月）APRIL

29日・昭和の日
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さくら

	・	
	 6	

13	

20	

27	

	・	
	 7	

14	

21	

28	

	1	

	8	

15	

22	

29	

	2	

	9	

16	

23	

30	

	3	

10	

17	

24	

	・	

	 4	

11	

18	

25	

	・	

	 5	

12	

19	

26	

	・



４月号─4

　創業50周年等の区切りを記念して従業
員に対し記念品等を支給することは、一般
的に行われているものであり、①社会通念
上記念品としてふさわしいものであり、か
つ、価額が1万円以下のものであること、
②一定期間ごとに到来する記念に際し支給
する記念品については、創業後相当な期間
（おおむね5年以上の期間）ごとに支給する
ものであること、のいずれにも該当するも
のについては、給与等として課税しなくて
もよいこととされています。
　ただし、この取扱いを受けるのは記念品
に係る経済的利益に限られるため、記念品
に代えて支給する金銭については、給与等
として課税の対象になります。また、商品
券の支給が行われる場合、その支給を受け
た者は商品券と引き換えに、商品を自由に
選択して入手することができ、金銭による
支給と異ならないため、これも給与等とし
て課税の対象になります。

　
法
人
が
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ
に
対
し
て

支
出
し
た
入
会
金
に
つ
い
て
は
、
次

の
よ
う
に
取
り
扱
わ
れ
ま
す
。

⑴　
法
人
会
員
と
し
て
入
会
す
る
場
合

　
入
会
金
は
資
産
と
し
て
計
上
し
ま

す
。
た
だ
し
、
記
名
式
の
法
人
会
員

で
名
義
人
で
あ
る
役
員
や
使
用
人
が

法
人
の
業
務
に
関
係
な
く
利
用
す
る

た
め
こ
れ
ら
の
者
が
負
担
す
べ
き
も

の
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、

給
与
と
さ
れ
ま
す
。

⑵　
個
人
会
員
と
し
て
入
会
す
る
場
合

　
入
会
金
は
個
人
会
員
で
あ
る
役
員

や
使
用
人
に
対
す
る
給
与
と
な
り
ま

す
。
た
だ
し
、
無
記
名
式
の
法
人
会

員
制
度
が
な
い
た
め
個
人
会
員
と
し

て
入
会
し
、
法
人
の
業
務
の
遂
行
上

必
要
で
あ
る
た
め
法
人
の
負
担
す
べ

き
も
の
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き

は
、
法
人
の
資
産
と
し
て
計
上
す
る

こ
と
が
認
め
ら
れ
ま
す
。

　法人が使用人に対して支給する賞与（使
用人兼務役員に対して支給する賞与のうち
使用人としての職務に対応する部分の金額
を含む）は、その支払をした日の属する事
業年度に損金に算入します。ただし、次に
掲げる賞与は未払いであっても損金に算入
することが認められています。
⑴　労働協約又は就業規則により定められ
る支給予定日が到来している賞与（使用
人にその支給額が通知されているもの
で、かつ、その支給予定日又はその通知
をした日の属する事業年度においてその
支給額につき損金経理したものに限る）

　…	その支給予定日又はその通知をした日
のいずれか遅い日の属する事業年度

⑵　次に掲げる要件のすべてを満たす賞与
　…	使用人にその支給額の通知をした日の
属する事業年度

イ　その支給額を、各人別に、かつ、同
時期に支給を受けるすべての使用人に
対して通知をしていること。（パート
タイマーや臨時職員とその他の使用人
を区分している場合には、その区分ご
とに支給額の通知を行ったかどうかを
判定する）
　　この場合、支給要件が「支給日に在
職していること」とされている場合の
支給額の通知は、ここでいう「通知」
には該当しません。
ロ　イの通知をした金額を通知したすべ
ての使用人に対しその通知した日の属
する事業年度終了の日の翌日から1か
月以内に支払っていること。
ハ　その支給額につきイの通知をした日
の属する事業年度において損金経理を
していること。
　なお、未払いの賞与に係る社会保険料
については、支払義務が確定していない
ため未払経理をしても損金算入すること
はできません。

創業記念品等の給与課税
ゴ
ル
フ
ク
ラ
ブ
の
入
会
金
の
税
務
処
理

使用人に対する賞与の損金
算入時期



3─４月号

す
る
も
の
と
し
て
処
理
し
て
い
ま
す
。

四
月
中
の
返
品
は
、
三
月
中
の
販
売

に
対
応
す
る
も
の
と
し
て
処
理
す
る

こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
五
％
の
税
率

で
売
上
げ
に
係
る
対
価
の
返
還
等
に

係
る
消
費
税
額
の
計
算
を
行
っ
て
差

し
支
え
な
い
で
す
か
。

　

施
行
日
前
に
販
売
し
た
商
品

が
、施
行
日
以
後
に
返
品
さ
れ
、

対
価
の
返
還
等
を
し
た
場
合
に
は
、

五
％
の
税
率
で
売
上
げ
に
係
る
対
価

の
返
還
等
に
係
る
消
費
税
額
の
計
算

を
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
質
問
の
よ
う
に
合

理
的
な
方
法
に
よ
り
継
続
し
て
返
品

等
の
処
理
を
行
っ
て
い
る
場
合
は
、

事
業
者
が
継
続
し
て
い
る
方
法
に
よ

り
、
売
上
げ
に
係
る
対
価
の
返
還
等

に
係
る
消
費
税
額
を
計
算
し
て
も
差

し
支
え
あ
り
ま
せ
ん
。

　

な
お
、
こ
の
よ
う
に
取
り
扱
う
場

合
に
は
、
取
引
当
事
者
間
に
お
い
て

取
り
交
わ
す
請
求
書
等
に
適
用
税
率

を
明
記
し
、
取
引
の
相
手
方
は
そ
の

請
求
書
等
に
記
載
さ
れ
た
税
率
に
よ

り
仕
入
れ
に
係
る
対
価
の
返
還
等
に

係
る
消
費
税
額
を
計
算
す
る
こ
と
と

な
り
ま
す
。

参考　主な経過措置の概要
　次に掲げるものには、８％の税率引上げ後においても改正前の税率（５％）が適用されます。

経過措置の内容

①　旅客運賃等
　　平成26年4月1日以後に行う旅客運送の対価や映画・演劇
を催す場所、競馬場、競輪場、美術館、遊園地等への入場料
金等のうち、平成26年4月1日前に領収しているもの

②　電気料金等
　　継続供給契約に基づき、平成26年4月1日前から継続して
供給している電気、ガス、水道、電話に係る料金等で、平成
26年4月1日から平成26年4月30日までの間に料金の支払
いを受ける権利が確定するもの

③　請負工事等
　　平成８年10月1日から平成25年９月30日までの間に締結
した工事（製造を含みます）に係る請負契約（一定の要件に該
当する測量、設計及びソフトウエアの開発等に係る請負契約
を含みます）に基づき、平成26年4月1日以後に課税資産の
譲渡等を行う場合における、その課税資産の譲渡等

④　資産の貸付け
　　平成８年10月1日から平成25年９月30日までの間に締結
した資産の貸付けに係る契約に基づき、平成26年4月1日前
から同日以後引き続き貸付けを行っている場合（一定の要件に
該当するものに限ります）における、平成26年4月1日以後
に行うその資産の貸付け

⑤　指定役務の提供
　　平成８年10月1日から平成25年９月30日までの間に締結
した役務の提供に係る契約で、その契約の性質上、役務の提
供の時期をあらかじめ定めることができないもので、その役
務の提供に先立って対価の全部又は一部が分割で支払われる
契約（割賦販売法に規定する前払式特定取引に係る契約のう
ち、指定役務の提供（※）に係るものをいいます）に基づき、
平成26年4月1日以後に、その役務の提供を行う場合におい
て、その契約の内容が一定の要件に該当する役務の提供
※「指定役務の提供」とは、冠婚葬祭のための施設の提供その
他の便宜の提供に係る役務の提供をいいます。

	 4.30

	 	 権利
	 継続供給	 確定
	 △	 □

	 指定日
	 （H25.10.1）

	 契約	 譲渡等
	 ◯	 △

	 契約	 指定役務
	 ◯	 △

	 契約	 貸付け
	 ◯	 △	 ▶

	 適用開始日
	 （H26.4.1）

	 対価受領	 入場等
	 □	 △

A4



４月号─2

　

平
成
二
十
六
年
四
月
か
ら
消
費
税

率
が
五
％
か
ら
八
％
に
引
上
げ
ら
れ

て
い
ま
す
が
、施
行
日
（
四
月
一
日
）

前
後
の
取
引
に
係
る
税
率
の
適
用
に

つ
い
て
は
、
誤
り
易
い
点
も
多
い
の

で
、
Ｑ
＆
Ａ
方
式
で
ポ
イ
ン
ト
を
整

理
し
て
み
ま
す
。

施
行
日
前
後
の
取
引
に
係
る
税
率
の

適
用
関
係

（
施
行
日
前
後
の
適
用
関
係
の
原
則
）

　

施
行
日
前
後
の
取
引
に
係
る

消
費
税
率
の
適
用
関
係
を
教
え

て
下
さ
い
。

　

八
％
の
税
率
は
、
施
行
日
以

後
に
国
内
で
事
業
者
が
行
う
資

産
の
譲
渡
等
並
び
に
施
行
日
以
後
に

国
内
で
事
業
者
が
行
う
課
税
仕
入
れ

及
び
保
税
地
域
か
ら
引
き
取
ら
れ
る

課
税
貨
物
（
以
下
、「
課
税
仕
入
れ
等
」

と
い
い
ま
す
）
に
係
る
消
費
税
に
適

用
し
、
施
行
日
前
に
国
内
で
事
業
者

が
行
っ
た
資
産
の
譲
渡
等
及
び
課
税

仕
入
れ
等
に
は
五
％
の
税
率
が
適
用

さ
れ
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、施
行
日
の
前
日（
三

月
三
十
一
日
）
ま
で
に
締
結
し
た
契

約
に
基
づ
き
行
わ
れ
る
資
産
の
譲
渡

等
及
び
課
税
仕
入
れ
等
で
あ
っ
て
も
、

施
行
日
以
後
に
行
わ
れ
る
も
の
は
、

経
過
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
を
除

き
、
そ
の
資
産
の
譲
渡
等
及
び
課
税

仕
入
れ
等
に
は
八
％
の
税
率
が
適
用

さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

（
施
行
日
の
前
日
ま
で
に
購
入
し
た

在
庫
品
）

　

施
行
日
の
前
日
（
三
月
三
十
一

日
）
ま
で
に
仕
入
れ
た
商
品
を

施
行
日
以
後
に
販
売
し
た
場
合
、
消

費
税
率
の
適
用
関
係
は
ど
の
よ
う
に

な
り
ま
す
か
。

　

税
率
八
％
は
、
経
過
措
置
が

適
用
さ
れ
る
場
合
を
除
き
、
施

行
日
以
後
に
行
わ
れ
る
資
産
の
譲
渡

等
及
び
課
税
仕
入
れ
等
に
つ
い
て
適

用
さ
れ
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
施
行
日
の
前
日
ま

で
に
仕
入
れ
た
商
品
を
施
行
日
以
後

に
販
売
す
る
場
合
に
は
、
八
％
の
税

率
が
適
用
さ
れ
ま
す
が
、
商
品
の
仕

入
れ
は
、
施
行
日
の
前
日
ま
で
に
行

わ
れ
た
も
の
で
す
か
ら
、
課
税
仕
入

れ
に
係
る
消
費
税
額
は
税
率
五
％
で

計
算
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

（
施
行
日
を
含
む
一
年
間
の
役
務
提

供
を
行
う
場
合
）

　

三
月
一
日
に
、
同
日
か
ら
一

年
間
の
機
械
の
保
守
契
約
を
締

結
す
る
と
と
も
に
、
一
年
分
の
保
守

料
を
受
領
し
た
場
合
、
消
費
税
率
の

適
用
関
係
は
ど
の
よ
う
に
な
り
ま
す

か
。　

役
務
の
提
供
に
係
る
資
産
の

譲
渡
等
の
時
期
は
、
物
の
引
渡

し
を
要
す
る
も
の
に
あ
っ
て
は
、「
そ

の
目
的
物
の
全
部
を
完
成
し
て
引
き

渡
し
た
日
」、
物
の
引
渡
し
を
要
し
な

い
も
の
に
あ
っ
て
は
、「
そ
の
約
し

た
役
務
の
全
部
を
完
了
し
た
日
」
と

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

保
守
は
、
物
の
引
渡
し
を
要
し
な

い
の
で
、
資
産
の
譲
渡
等
の
時
期
は

役
務
の
全
部
を
完
了
す
る
日
で
あ
る

平
成
二
十
七
年
二
月
二
十
八
日
と
な

り
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
施
行
日
以
後
に
行

う
課
税
資
産
の
譲
渡
等
と
な
り
ま
す

か
ら
、
原
則
と
し
て
八
％
の
税
率
が

適
用
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
契
約
又

は
慣
行
に
よ
り
、
一
年
分
の
対
価
を

収
受
す
る
こ
と
と
し
て
お
り
、
事
業

者
が
継
続
し
て
そ
の
対
価
を
収
受
し

た
時
に
収
益
に
計
上
し
て
い
る
場
合

は
、
施
行
日
の
前
日
ま
で
に
収
益
に

計
上
し
た
も
の
に
つ
い
て
五
％
の
税

率
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

（
施
行
日
前
後
の
返
品
等
の
取
扱
い
）

　

当
月
中
に
返
品
を
受
け
た
商

品
は
、
前
月
中
の
販
売
に
対
応

1QA1

2Q

A23Q

A34Q

・
・
・
・

・
・

・
・
・
・

・
・
・
・
・
・

・
・

消
費
税 

経
過
措
置 

Ｑ 

＆ 

Ａ

四
月
一
日
前
後 

の 

適
用
誤
り 

に 

注
意


